
- 41 - 
 

表１－（2）－１ 業務改革推進協議会の開催要項（関係府省申合せ） 

 

（注）内閣官房の資料による。 
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表１－（2）－２ 「質の行政改革」に関する取組方針 
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（注）内閣官房の資料による。 
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表１－（2）－３ 日本商工会議所からの助成金に係る手続に関する改善要望  

○ 平成 22年度中小企業等関係施策に関する要望（平成 21年６月 18日 日本商工会議所） 

＜抜粋＞ 

 

＜重点要望事項＞ 

【１】企業の存続と経営力の向上を図る （略） 

 

【２】暮らしの安定と安心を確保する 

雇用維持・人材育成 

１．若年者・障害者等の人材育成・就業促進対策の強化 

（１）～（３） （略） 

 

（４）ジョブ・カード制度の拡充・強化 

スタートから２年目を迎えたジョブ・カード制度に対する中小企業の期待は大きく、制度を

活用する中小企業が増加していることに鑑み、十分な予算を確保したうえ、平成 22 年度にお

いても継続して実施するとともに、中小企業における人材の育成・確保に資するよう、制度の

一層の拡充・強化を図るため、以下の措置を講じられたい。 

 

①～② （略） 

 

  ③提出書類の大幅な簡素化および全国統一基準での実施の徹底、助成率の一層の拡充 

中小企業にとって使い勝手がよく、過大な事務負担とならないよう、訓練実施計画や助成

金の申請に係る提出書類を大幅に簡素化するとともに、申請時期や提出書類の数等が都道府

県によって異なった運用とならないよう、全国統一基準での実施を徹底されたい。また、助

成金の助成率の一層の拡充を図られたい。 

 

 以下 （略） 
 

 

表１－（2）－４ 全国中小企業団体中央会からの助成金に係る手続に関する改善要望 

○ 第 60回中小企業団体全国大会 決議（平成 20年 11月 20日）＜抜粋＞ 
 

全国中小企業団体中央会 

宮城県中小企業団体中央会 

 

Ⅰ～Ⅱ （略） 

 

Ⅲ 持続的発展を図るための経営力の向上 

１～３ （略） 

４ 中小企業に配慮した労働・教育・社会保障政策の推進 

（略） 

 雇用保険制度に対する国庫負担は廃止しないこと。また、雇用保険二事業の助成金制度につい

て、手続きの簡素化など活用面の見直しを行うこと。 
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【具体的な要望事例】 

１～７ （略） 

８ 雇用保険制度の適正な運用 

（１）～（２） （略） 

（３）雇用助成金制度については、中小企業への制度の浸透を図るとともに、要件の設定・緩

和、申請窓口の一本化、申請書類等の簡素化などの改善を早急に行い、中小企業が活用可

能な制度とすること。 
 

【背景・理由】 

１～７ （略） 

８ 雇用保険制度の適正な運用 

（１）～（２） （略） 

（３）各種雇用助成金制度については、中小企業への制度の浸透がいまだ不十分であり、また、

手続面での煩雑さ等、活用面での改善もなされておらず、中小企業にとっては極めて活用

しづらい制度となっている。 

このため、中小企業への一層の周知を図るとともに、中小企業の実態やニーズを踏まえ

た要件の設定・緩和、申請窓口の一本化、申請書類等の簡素化などの改善を早急に行う必

要がある。 
 

 以下 （略） 

 

 

表１－（2）－５ 若年者雇用促進特別奨励金の対象労働者  

○ 若年者雇用促進特別奨励金支給要領＜抜粋＞ 
 

  若年者雇用促進特別奨励金の支給については、この要領の定めるところによるものとする。 
 

0100趣旨 

25 歳以上 35 歳未満の不安定就労の期間が長い若年者等の安定した雇用を促進するため、試行雇用

終了後に、当該労働者を雇用期間の定めのない労働契約により継続して雇用する事業主に対し、若年

者雇用促進特別奨励金(以下「奨励金」という。)を支給する。 
 

0200 支給対象事業主 

 0201 支給対象事業主の範囲 （略） 
 

0202対象労働者 

次のイ～ハすべてに該当する者を対象者とする。 

イ 開始日現在の満年齢が 25歳以上 35歳未満の者 

口 開始日の前日から起算して 3年前の日から開始日までの間において、雇用保険の被保険者

でなかった者 

ハ 公共職業安定所長が安定した職業に就くことが著しく困難であると認める者 
 

 以下 （略） 
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表１－（2）－６ 若年者雇用促進特別奨励金の支給申請書添付書類  

○ 若年者雇用促進特別奨励金支給要領＜抜粋＞ 

 

  若年者雇用促進特別奨励金の支給については、この要領の定めるところによるものとする。 

 

0100趣旨～0500 制度周知文等の送付 （略） 

 

0600 支給申請 

0601 支給申請期間   （略） 

0602 代理人の取扱い  （略） 

0603 事務組合の取扱い （略） 

 

0604 添付書類等 

支給申請書を提出する事業主は、支給・不支給の決定に係る審査に管轄労働局長が必要と認める

書類等を管轄労働局の求めに応じ提出又は提示しなければならない。なお、当該提出又は提示につ

いては、管轄労働局長の指揮監督する公共職業安定所長を経由して行うことができる。 

 

イ 必須の添付著書類 

・  対象労働者に係る「試行雇用奨励金支給決定通知書」 (写)又は対象労働者に係る「トラ

イアル雇用計画書」 (写) (公共職業安定所の受理印のあるもの)及び「トライル雇用結果報

告書」 

・  対象労働者雇用状況等申立書(別記様式２号) 

・  雇用契約書又は雇入れ通知書（写） (期間の定めのない労働契約に関するもの) 

・  各支給対象期の最終日の属する月の出動簿等（写） 

ロ 必要に応じて支給申誇警に添付または提示を求める警類 

・  労働関係帳簿(出動簿、タイムカード、労働者名簿等) 

 

 以下 （略） 

 

 

表１－（2）－７  特定求職者雇用開発助成金の支給申請書添付書類  

○ 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）支給要領＜抜粋＞ 

 

雇用保険法(昭和49年法律第116号)第62条第１項第３号及び第５号並びに雇用保険法施行規則（昭

和 50年労働省令第３号)第 109条の規定に基づく特定求職者雇用開発助成金のうち特定就職困難者雇

用開発助成金並びに雇用対策法〈昭和 41年法律第 132号)第 18条第６号、雇用対策法施行令(昭和 41

年政令第 262 号)第２条第２号及び雇用対策法施行規則(昭和 41 年労働省令第 23 号)第６条の２に基

づく特定求職者雇用開発助成金(以下「助成金」という。)の支給については、この要領の定めるとこ

ろによるものとする。 

 

0100 趣旨～0900 制度周知文・非該当案内の送付 （略） 

 

 1000 支給申請 
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  1001 支給申請期間～1003 事務組合の取扱い （略） 

 

  1004 添付書類 

   支給申請書を提出する事業主は、支給・不支給の決定に係る審査に管轄労働局長が必要と認め

る書類等を管轄労働局の求めに応じ提出又は提示しなければならない。なお、提出又は提示につ

いては、管轄労働局長の指揮監督する安定所長を経由して行うことができる。 

イ 必須の添付書類 

・ 対象労働者に対して支払われた賃金が手当ごとに区分された賃金台帳又はその写し 

・ 雇入れ日の属する月の出勤簿等 

・ 次表に対象労働者ごとに掲げる雇入れ日に対象労働者であることを証明する書類 

・ 雇用契約書又は雇入れ通知書 

・ 「対象労働者雇用状況等申立書」(以下「申立書」という。) 

・ 中小企業事業主であるか否かを確認するための書類 

例えば、登記事項証明書、資本金、労働者数等を記載した資料、事業内容を記載した書類等。 

・ (有料・無料職業紹介事業者の紹介により対象労働者を雇い入れた事業主の場合)有料・無料

職業紹介事業者の発行した職業紹介証明書 

ロ 必要に応じて支給申請書に添付する書類 

・ 対象労働者の出勤状況が日ごとに明らかにされた出勤簿等の書類 

・ 事業所を離織した常用労働者の氏名、離職年月日、離職理由等が明らかにされた労働者名簿

等の書類 

・ 就業規則、賃金規定等 

・ 最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けたことを示す書類 

・ 総勘定元帳その他の管轄労働局長が必要と認める書類 

 

①60歳以上の者 住民台帳により作成された官公署の発行する書類であって対象労働者の

氏名及び年齢が確認できるもの 

・住民票の写し、運転免許証の写し 

②身体障害者 身体障害者福祉法第 15 条第４項の規定に基づき交付を受けた身体障害者

手帳（写）であって対象労働者の氏名、年齢及び障害の程度が確認できる

もの 

③重度身体障害者 身体障害者手帳（写）であって対象労働者の氏名、年齢及び障害の程度が

確認できるもの 

④知的障害者 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指

定医又は障害者職業センターの判定書（対象労働者の知能指数及び身辺処

理能力に関する意見を記入したものをいう。）（写）又は所得税法施行令第

30条の３第 17号に規定する療育手帳（以下「療育手帳」という。）（写）

であって対象労働者の氏名、年齢及び障害の程度が確認できるもの 

⑤重度知的障害者 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指

定医又は障害者職業センターの判定書（対象労働者の知能指数及び身辺処

理能力に関する意見を記入したものをいう。）（写）又は療育手帳（写）で

あって対象労働者の氏名、年齢及び障害の程度が確認できるもの 
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⑥精神障害者 精神保健福祉法第 45 条第２項の規定に基づき交付を受けた精神障害者保

健福祉手帳（写）又は主治医の意見書であって対象労働者の氏名が確認で

きるもの 

⑦母子家庭の母等 以下のいずれかに該当する書類その他の対象労働者の氏名及び母子家庭

の母等であることが確認できるもの 

①国民年金法に基づき遺族年金の給付を受けている者が所持する国民年

金証書（写） 

②児童扶養手当法に基づき児童扶養手当の支給を受けていることを証す

る書類 

③母子及び寡婦福祉法に基づき母子福祉資金貸付金の貸付を受けている

者が所持する貸付決定通知書 

④日本国有鉄道改革法第６条第２項に規定する旅客鉄道株式会社の通勤

定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長又は社会福祉事務所長が

発行する特定者資格証明書 

⑤市区町村、社会福祉事務所長、民生委員等が母子家庭の母等であること

を証明する書類 

⑧中国残留邦人等

永住帰国者～⑮港

湾運送事業離職者 

 

（略） 

 

 以下 （略） 

 

 

表１－（2）－８  受給資格者創業支援助成金の申請案内の例 

○ 北海道労働局が作成する受給資格者創業支援助成金の申請案内＜抜粋＞ 

 

受給資格者創業支援助成金支給申請について 

 

雇用助成金さっぽろセンター 

 

 １ 支給申請書の提出期間について （略） 

 ２ 「法人等設立日」に係る留意点 （略） 

 ３ 支給申請時提出書類 

 （１）受給資絡者創業支援助成金支給申請書(線式第２－２号) 

 （２）創業に要した費用内訳髪(様式第２号別紙) 

 （３）必要な添付書類 

① 法人等設立事前届(事業主用)の写し 

②  受給資格者証の写し(表面・裏面) 

③ 設立を確認できる書類として 

(イ)  法人の場合～法人設立に関する（ⅰ） 法人登記簿勝本の写し、（ⅱ）法人定款の写し、 

（ⅲ）出資保管説明書の写し等の書類の３点 
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(ロ) 個人の場合～（ⅰ）開廃業届出書等の開業のあった日が確認できる書類の写し(税務

署等の受付印があるもの)、（ⅱ）運転免許証等の官公箸が発行する本人

と確認できる書類の写しの２点 

④ 雇用保険適用事業所設置届事業主控の写し 

⑤ 雇入れ労働者に係る労働者名簿、出勤簿、賃金台娠の写し 

⑥ 事業実態を確認できる書類として、次の(イ)～ (へ)のいずれか２種類の書類 

(イ) 事業報告(計画書)、会社案内又は会社設備概要の写し 

(ロ) 損益計算書又は貸借対照表の写し 

(ハ) 現金出納帳の写し 

(ニ) 預金通帳の写し(事業主名義の通帳) 

(ホ) 源泉所得税の領収証書の写し(税務署等の領収印があるもの) 

(へ) 仕入れ及び売上げに係る伝票の写し(直近３ヶ月分) 

   ⑦ 助成金支給対象費用の支払内容を確認できる次の書類(イ～ニのすべての書類) 

なお、助成対象費用（法人等設立事前届の提出日以降に（ⅰ）契約、支払、納品されたも

のおよび（ⅱ）購入したものに限る。）の認証は、領収書やレシート等で行い、支払先や品目

が特定できない場合は助成対象とならないので、注意願います。 

（イ)  対象費用の特定の確認については、契約書、請求書と納品書、領収書もしくはレシ

一卜等の写し。営業車輌購入の場合、車検証および注文書の写しも必要です。 

(ロ)  内装工事、研修・講習等、開始から終了までに一定期間を要するものにおいてはそ

れらの期間が確認できる書類として、契約書、引渡書、日程表、テキスト等の写し 

(ハ)  対象費用の支払については、支払日、支払金額の確認できる書類として、現金払の

場合は領収書の写し、相手方口座へ振込の場合は振込書の写し、口座振替(引落し)の場

合は振替が確認できる通帳の写し等 

(ニ)  その他、対象費用の確認について必要な書類の写し 

⑧ 必要に応じ、法人等の設立に必要な資格を取得したこと、許認可を受けたことを示す書類

等、事業が適切に運営されていることを示す書類 

⑨ その他安定所の長または労働局の長が必要と認める書類 

 

 以下 （略） 

 

 
表１－（2）－９  中小企業子育て支援助成金の支給申請書添付書類  

○ 育児・介護雇用安定等助成金（中小企業子育て支援助成金）支給要領＜抜粋＞ 
 

１．目的 

一定の要件を備えた育児休業(育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律(平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」 という。)第２条第１号に規定する育

児休業及びその他これに準ずる休業をいう。以下同じ。)、短時間勤務制度(育児・介護休業法第 23

条第１項に規定する勤務時間短縮等の措置であって育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律施行規則(平成３年労働省令第 25号)第 34条第１項第１号に規定する短

時間勤務の制度をいう。以下同じ。)を実施する中小企業事業主(労働者数 100 人以下)に対して、

育児休業取得者、短時間勤務制度の利用者が初めて出た場合に助成金を支給し、もって中小企業に

働く労働者の仕事と家庭の両立を支援し、雇用の安定に資することを目的とする。 
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（中略） 

 

５. 支給申請手続 

（１）支給申請 

助成金の支給を受けようとする事業主は、育児休業の場合は、６か月以上の当該子に係る育児

休業を取得し、育児休業終了後継続して雇用され、かつ復職後６か月を経過した日の翌日から起

算して３か月以内に、また短時間勤務の場合は、短時間勤務制度の利用開始後、６か月を経過し

た日の翌日から起算して３か月以内に、「育児・介護雇用安定等助成金(中小企業子育て支援助成

金)支給申請書」(様式第 1号) (以下「支給申請書」という。)に次の書類を添付の上、申請事業

主の人事労務管理の機能を有する部署が属する事業所(以下「本社等」という。)の所在地を管轄

する労働局長に提出するものとする。ただし、事業主が(財)21世紀職業財団地方事務所(以下「事

務所」という。)を経由して、申請を行う場合は、事務所長に同書類を提出することをもって、

申請されたものとみなす。 

支給申請は、対象労働者が生じた事業所にかかわらず、本社等が行うものとする。 

ア 一般事業主行動計画策定等届(写) 

イ 労働協約(写)又は就業規則(写) 

育児休業取得者に関する支給申請については育児休業、短時間勤務利用者に関する支給申誇

については短時間勤務が規定されていることが確認できる部分 

ウ 育児休業取得者に関する支給申請の場合は、対象労働者に係る育児休業取得申出書(写)、母

子健康手帳(写)の子の出生を証明する該当部分、タイムカード(写)、出勤簿(写)、賃金台帳(写)

等育児休業を取得したことを確認できる書類及び育児休業取得し、育児休業終了後継続して雇

用され、かつ、復職後６か月以上適当な就業実績があることが確認できる書類。 

エ 短時間勤務利用者に関する支給申請の場合は、対象労働者に係る短時間勤務制度の利用期間

が明示された申出書(写)、タイムカード(写)、賃金台帳(写)等短時間勤務制度を６か月以上利

用したことを確認できる書類及び健康保険証(写)、母子健康手帳(写)の子の出生を証明する該

当部分等対象労働者が短時間勤務制度の利用に係る子を養育していることを確認できる書類 

オ 支給申請に関わる育児休業取得者又は短時間勤務利用者に係る雇用保険被保険者資格取得等

確認通知書(写) 

カ 本社等における直近の労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書(写)及び納付書・領収証

書(写)等 

（２）提出期限の特例 

天災その他申請しなかったことについて、やむを得ない理由がある事業主は、その理由のやん

だ後７日以内にその理由を記した書面を添えて支給申請書を提出するものとする。 

（３）支給申請書の受理 

労働局長は、事業主から提出された支給申請書及びその添付書類に不備がないかを点検し、適

正なものである場合には、これを受理するものとする。 

 

 以下 （略） 
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図１－（2）－１  中小企業子育て支援助成金の支給申請書  

 

事業主の雇用保

険適用事業所番

号及び労働保険

番号記入欄 

対象労働者の氏

名及び雇用保険

被保険者番号記

入欄 


